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　日本ではイングランドのシティズンシップ教
育といえば、労働党政権下のクリック・レポー
トに基づいたものというイメージが強いだろう。
しかし、2010年の総選挙で政権が交代して以降
のシティズンシップ教育の変容については、管
見の限り日本ではあまり紹介や考察がされてい
ない。今回は、クリック・レポートを参照しつ
つ、そこからどのような変更が加えられたのか
について、その特徴と政治的背景を解説する。
　以下ではまず、シティズンシップ教育にも影
響を与えた保守党の「大きな社会」構想を概観
し、続いて2014年のナショナル・カリキュラム
の内容から、シティズンシップ教育にもたらさ
れた変化についてみていきたい。

「大きな社会（big society）」構想

　「大きな社会」は、総選挙を控えた2009年の保
守党の党大会でキャメロン党首が掲げ、マニ
フェストに盛り込んだスローガンである。この
文言は、選挙での勝利後に発表された連立政権
合意文書にも明記された。この「大きな社会」構
想では、地方分権化と地方公共団体への権限移
譲、公共サービスの民間団体への「開放」、社会
活動などを通じて人々が地域社会で「能動的な
役割を担う」ための支援などが優先課題として
掲げられた。ここにみてとれるのは「自助」と「共
助」の強調と、それによる政府支出削減と小さ
な政府への回帰志向である。
　こうした民間によるボランタリズムとしての
能動的（アクティブ）シティズンシップの提起
は、1980年代のサッチャー政権時代の保守党の
政策にさかのぼる。これについてキスビーは、
1980年代と今回の能動的シティズンシップはボ

ランティアと結び付けられていた点で共通して
いるが、前者が富める者がそうでない者を援助
するというノブレス・オブリージュ的なボラン
タリズムの理念に根差していたのに対し、後者
は国民全員に対しての道徳的責任として位置付
けられていると論じている。また、地域コミュ
ニティの改善を担う主たる役割を個人や民間団
体に求めることで、社会問題の解決責任の所在
が国ではなく地域社会におかれる上に、貧富や
住民間の連帯の地域格差が社会福祉などの公共
サービスの格差につながってしまう恐れを指摘
している（Kisby, 2010）。
新カリキュラムにみる
シティズンシップ教育

　こうした保守主義への転回は、シティズン
シップ教育のカリキュラムにどう影響したのだ
ろうか。まずはイングランドのナショナル・カ
リキュラムから紐解いてみたい。これは学校教
育の具体的な指針を示すもので、日本の学習指
導要領に近いものと考えると分かりやすいだろ
う。2014年 9 月から適用された新カリキュラム
では、中央政府の役割を小さく、各学校の裁量
を大きくするという新政権の方針を反映し、英
語・数学・科学の「コア科目」を除く科目の内容
がかなり簡略化された。英語・数学・科学には
それぞれ60～70ページが割かれたが、それ以外
のシティズンシップ、歴史、美術などの記述は
数ページにとどまっている。ただし、その短い
記述からも、シティズンシップ教育の目的や内
容についての明確な路線転換を確認することが
できる。ナショナル・カリキュラムで挙げられ
たシティズンシップ教育の目的は以下の 4 点で
ある。
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① 英国の政治制度と、政府の民主的システムへ
の市民の参加についての知識と理解を得る。

② 法律と裁判制度の役割と、法律がどのように
作られ適用されているかについての知識と理
解を得る。

③ ボランティア活動やその他の責任ある活動へ
の関心と献身をはぐくむ。

④ 批判的思考と政治的議論のための技能を身に
付け、自らの金銭を管理し、将来必要な資金
について計画できるようになる。

　ボランティア活動はこれまでのシティズン
シップ教育でもその意義が認められていたが、
クリック・レポートが鍵となる概念として掲げ
た能動的シティズンシップは「この国の政治文
化を変革すること」を目指す、政治的市民の育
成を念頭に置いたものであった。それと比較す
ると、新カリキュラムのボランティア活動を強
調した能動的シティズンシップは、「大きな社
会」構想と呼応した解釈に基づいたものと考え
られる。たとえば、英国内閣府は「大きな社会」
構想の一環として、2011年に16～17歳の若者に
休暇中に社会奉仕体験活動などの機会を提供す
るナショナル・シティズン・サービスを立ち上
げている。このように、新カリキュラムの能動
的シティズンシップは、主に米国で「サービス
ラーニング」と呼ばれる社会奉仕体験を通じた
学習に近いものとして解釈されているといえる
だろう。
　①と②の法・政治制度の知識ついては、一見
すれば労働党時代のシティズンシップ教育の

「政治的リテラシー」路線を継承しているように
もみえる。しかし、学習目標として明記されて
いる内容はいずれも公的な法・政治制度の知識
と理解に関するものにとどまっており、それを
通じた社会問題の改善や公正の追求には言及さ
れていない。 4 番目に挙げられている消費者・
経済教育的内容は、2014年のナショナル・カリ
キュラムから新たに追加されたものである。

15-16歳が学習すべき内容とされている箇所を
みると、個人の家計のやりくりや、保険や貯蓄、
年金、金融商品についての知識などが挙げられ
ている。そこには、消費者および経済活動の主
体としての市民像が浮かび上がってくる。

保守的転回が意味するもの

　クリック・レポートが様々な政治的価値観を
尊重する多元主義を取りつつ、市民の政治的対
話を通じた能動的シティズンシップの涵養を目
指していたことと比べると、保守政権下のシ
ティズンシップ教育がその舳先を異なる方向へ
と向けたことは明らかだろう。また、教育内容
に保険・年金を含めた金融知識や資産形成・運
用についての知識が加わったことは、社会福祉
の削減と自己責任による経済的自立というイデ
オロギー的側面に加え、EU脱退に伴う英国の
金融不安を見越した経済的施策の一環との見方
もある（Weinberg & Flinders, 2018）。
　保守政権下のシティズンシップ教育において
は、クリック・レポートを軸として目指された
政治的市民の育成や、社会的公正志向を伴った
能動的シティズンシップの構想は後景へと退
き、代わりにボランティア活動と個人主義が前
面に押し出されてきた。こうした転換はさらに、
とりわけ論争を呼んだ保守的な「人格教育」とシ
ティズンシップ教育との接近や、英国的価値と
過激主義防止教育との接続につながっていく。
これらについては、また稿を改めて詳しく取り
上げたい。
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